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sonable and Non-Discriminatory（ 以 下
「FRAND」という。））条件でライセンスする
₁ 　本稿中の検討結果、意見、法解釈は全て筆者の個人的見解である。











































































₃ 　公正取引委員会「必須特許に関する問題に係る調査報告書」（₂₀₁₅年 ₇ 月 ₈ 日）第 ₃ の ₁（ ₂ ）イ（以
下「調査報告書」という。）
₄ 　技術標準に関して、標準化される製品の市場と同製品を設計・製造するために利用される技術の市場
の ₂ つがあることを明確に述べた論稿として、David J. Teece & Edward F. Sherry, Standards Setting and 









































































₅ 　知財高判平成₂₆年 ₅ 月₁₆日（平成₂₅年（ネ）₁₀₀₄₃号）判タ₁₄₀₂号₁₆₆頁〔₂₂₁頁〕
₆ 　指針は、「規格」と表現しているが、本稿では特に必要がない限り「技術標準」と表現する。
₇ 　指針第 ₃ の ₁（ ₁ ）オ
₈ 　指針第 ₄ の ₂（ ₄ ）



























































































































































　米国の Rambus 事件（₂₀₀₆年 FTC 最終審決、
₂₀₀₈年連邦控訴裁判所判決。自らの特許出願
を秘匿しつつ、SSO における標準化活動に





















































法学（東北大学）₇₀巻₅₈₃頁（₂₀₀₆年）、沼田知之「Rambus Inc. v. Federal Trade Commission　米国コロ












　第 ₂ 部、第 ₃ 部において、米国・EU の両
法域における FRAND 宣言違反に関する裁判
例、 当 局 の 執 行 例、 学 説 等 を 検 証 し て































1 　シャーマン法 2 条 1




















₁ 　₁₅ U. S. C. § ₂.
₂ 　United States v. Grinnell Corp., ₃₈₄ U.S. ₅₆₃, ₅₇₀-₅₇₁（₁₉₆₆）．₂₀₀₈年に司法省が公表したシャーマン法
₂ 条に関する報告書においても、同判決の ₂ つの要件が「独占化の長年の（long-standing）要件」と位
置付けられている（U. S. Department of Justice, Competition and Monopoly: Single－Firm Conduct under Sec-
tion ₂ of the Sherman Act, at ₅ （₂₀₀₈）（hereinafter ＂DOJ Section ₂ Report”）.）
₃ 　DOJ Section ₂ Report, at ₅. FTC のホームページの独占化の定義においても同様の説明が見られる。
http://www.ftc.gov/tips-advice/competition-guidance/guide-antitrust-laws/single-firm-conduct/monopolization- 
deﬁned
₄ 　厚生テスト（welfare test）、犠牲テスト（sacriﬁce test）等の様々な識別基準については、₃ Phillip E. 
Areeda & Herbert Hovenkamp, ANTITRUST LAW ¶₆₅₁a-¶₆₅₁b （Wolters Kluwer Law & Business, ₄th ed. 















2 　FTC 法 5 条 8




of competition）・・・ は、 こ れ を 違 法 と す 
る」₉）である₁₀。本稿で「FTC 法 ₅ 条」といっ
た場合には、この不公正な競争方法の禁止を






定に違反しないが、FTC 法 ₅ 条には違反す




該行為を FTC 法 ₅ 条独自の違反行為として
問題とする可能性は低いとの声明を公表して
いる₁₃。




了解が得られている₁₅。₂₀₁₅年の ₈ 月に FTC





₅ 　United States v. Microsoft Corp., ₂₅₃ F.₃d ₃₄, ₅₈ (D.C. Cir. ₂₀₀₁).
₆ 　Spectrum Sports v. McQuillan, ₅₀₆ U.S. ₄₄₇, ₄₅₆ (₁₉₉₃).
₇ 　₁ ABA SECTION OF ANTITRUST LAW, ANTITRUST LAW DEVELOPMENTS, at ₃₁₀ (ABA Book Publish-
ing, ₇th ed. ₂₀₁₂); DOJ Section ₂ Report, at ₆.
₈ 　₁₅ U.S.C. § ₄₅(a)(₁).
₉ 　₁₅ U.S.C. § ₄₅(a)(₁).
₁₀　村上政博『アメリカ独占禁止法〔第 ₂ 版〕』₁₉頁（弘文堂、₂₀₀₂年）
₁₁　Herbert Hovenkamp, The Federal Trade Commission and the Sherman act, ₆₂ Fla. L. Rev. ₈₇₁, ₈₇₃ (₂₀₁₀).
₁₂　FTC v. Sperry & Hutchinson Co., ₄₀₅ U.S. ₂₃₃, ₂₃₉-₂₄₄ (₁₉₇₂).
₁₃　Federal Trade Commission, Statement of Enforcement Principles Regarding ＂Unfair Methods of Competition＂ 
Under Section ₅ of the FTC Act (August ₁₃, ₂₀₁₅).
₁₄　金井貴嗣「私的独占の外延―米国における FTC 法 ₅ 条の適用事例を素材に」根岸哲先生古稀祝賀『競
争法の理論と課題―独占禁止法・知的財産法の最前線』₁₉₅頁（有斐閣、₂₀₁₃年）は、FTC 法 ₅ 条独自
の違反行為の外延について「種々議論がある」としている。
₁₅　競争への影響が示されていないとして FTC 法 ₅ 条の適用を否定した裁判例として、Boise Cascade 
Corp. v. Federal Trade Com., ₆₃₇ F.₂d ₅₇₃, ₅₈₂ (₉th Cir. ₁₉₈₀); E. I. Du Pont de Nemours & Co. v. FTC, ₇₂₉ F.₂d 
₁₂₈, ₁₄₁ （₂d Cir. ₁₉₈₄）. FTC の文書のうち、競争への影響が必要であるとしたものとして、Analysis of 
Proposed Consent Order to Aid Public Comment, at ₅, In re Negotiated Data Solutions LLC., FTC File No. 
₀₅₁₀₀₉₄ （January ₂₃, ₂₀₀₈）. Wright 委員（当時。本稿で引用する論者の肩書きは執筆や発言の当時のも
のとする。）は、ほとんどの者は FTC 法 ₅ 条の要件の一つが競争への害（harm to competition）を示すこ
とであることを認めている、と述べている（Joshua D. Wright, Commissioner, Federal Trade Commission, 

















































ある。上記の第 ₁ と第 ₂ の違反は、それぞれ
シャーマン法 ₂ 条の独占化と独占化の企図に
対応したものといえる。
（ 2 ）FTC の最終審決
　同事件は審判手続を経て、行政法判事
（Administrative Law Judge）による違反なし
とする第 ₁ 次審決（Initial Decision）が出さ













₁₆　Federal Trade Commission, Statement of Enforcement Principles Regarding ＂Unfair Methods of Competition＂ 
Under Section ₅ of the FTC Act (August ₁₃, ₂₀₁₅).
₁₇　Dissenting Statement of Commissioner Mary L. Azcuenaga, ₁₂₁ F.T.C. at ₆₃₁ footnote ₉. は、Dell 事件審判開
始決定書が検討対象市場を特定していない点を指摘している。
₁₈　Complaint, In re Rambus Inc., FTC File No. ₀₁₁₀₀₁₇ (June ₁₈, ₂₀₀₂).



















































するには、₄ つの技術に関して Rambus が持
つ特許が必要であると認めていることを根拠
に、Rambus が ₄ つの技術市場において独占
力を獲得したことを認めた₂₈。
₂₀　Opinion of the Commission By Harbour, Commissioner, for a unanimous Commission, at ₂₇ footnote ₁₂₄, In re 
Rambus Inc., FTC File No. ₀₁₁₀₀₁₇ (July ₃₁, ₂₀₀₆) （hereinafter ＂Opinion of the Commission In re Rambus＂. た
だし、FTC 意見と同時に公表された Leibowitz 委員の同意意見は、仮に Rambus の行為がシャーマン法
₂ 条に違反しないとしても、FTC 法 ₅ 条には違反するという趣旨の詳細な論述を行っている（Concurring 
Opinion of Commissioner Jon Leibowitz, In re Rambus Inc., FTC File No. ₀₁₁₀₀₁₇ (August ₂, ₂₀₀₆).）。
₂₁　United States v. Grinnell Corp., ₃₈₄ U.S. ₅₆₃, ₅₇₀-₅₇₁ (₁₉₆₆).
₂₂　Opinion of the Commission In re Rambus, at ₂₇.
₂₃　Opinion of the Commission In re Rambus, at ₂₇.
₂₄　Opinion of the Commission In re Rambus, at ₂₈.
₂₅　Opinion of the Commission In re Rambus, at ₂₈-₂₉. さらに、FTC 意見は、Rambus が詐欺的行為を行った
か否かを評価するに当たって、「詐欺的行為に関する方針声明」（Federal Trade Commission, Policy State-
ment on Deception （October ₁₄, ₁₉₈₃））に依拠している（Opinion of the Commission In re Rambus, at ₂₉-
₃₀）。ただし、FTC 意見は、同声明は故意と反競争的害悪（anticompetitive harm）を要件としていないが、
シャーマン法 ₂ 条の独占化の場合には、いずれも要件であるため、同声明に基づく分析にはこの ₂ 点
において修正が求められるとも述べている（Id. at ₃₀.）。
₂₆　Opinion of the Commission In re Rambus, at ₆₆-₆₈.
₂₇　Opinion of the Commission In re Rambus, at ₆₈. 

























































₂₉　「合理的かつ非差別的（reasonable and non-discriminatory）」。米国では、技術標準における特許権の行　 
使の反トラスト法違反該当性を論ずる際には、FRAND と RAND の差異は重視されていない。
₃₀　Opinion of the Commission In re Rambus, at ₇₄-₇₉.
₃₁　同事件の控訴審判決を紹介した邦語文献として、佐藤潤「Rambus 事件コロンビア特別区巡回裁判所
判決を巡るホールドアップ問題について（ ₁ ）」公正取引₇₁₁号₄₅-₄₇頁（₂₀₁₀年）、沼田知之「Rambus 
Inc. v. Federal Trade Commission　米国コロンビア特別区巡回区控訴裁判所判決　₅₂₂ F.₃d ₄₅₆（D.C. Cir. 
₂₀₀₈）」白石忠志・中野雄介編『判例　米国・EU 競争法』₁₈₄-₁₉₁頁（商事法務、₂₀₁₁年）等がある。
₃₂　Rambus Inc. v. FTC, ₅₂₂ F.₃d ₄₅₆, ₄₆₂-₄₆₃ (D.C. Cir. ₂₀₀₈).
₃₃　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₃.
₃₄　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₃.
₃₅　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₃. 控訴審判決は、United States v. Microsoft Corp, ₂₅₃ F₃d ₃₄, ₅₈ （D.C. Cir. ₂₀₀₁）. を引用し
ている。また、控訴審判決が随所に引用する NYNEX 事件最高裁判決においても、競争過程を害する
ものでなければ、シャーマン法 ₂ 条に違反する独占化の共謀（conspiracy to monopolize）には該当しな
いとの判示がなされている（Nynex Corp. v. Discon, Inc., ₅₂₅ U.S. ₁₂₈, ₁₃₉ （₁₉₉₈）.）。
₃₆　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₃.

















































₃₈　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₄.
₃₉　Nynex Corp. v. Discon, Inc., ₅₂₅ U.S. ₁₂₈ (₁₉₉₈). NYNEX 事件は次のような事案である。
　ローカル電話会社の回線交換装置の取り外しサービスを提供していた原告（Discon）が、サービスの提
供先である Materiel Enterprises Company（NYNEX の子会社である同社は同サービスを購入して NYNEX
の子会社であるローカル電話会社に販売する）が同サービスの購入先を自らの競争者（NYNEX の他の
子会社）に切り替えたことについて、反競争的であるとして提訴した。原告は、Materiel Enterprises 
Company が原告よりも価格の高い競争者に購入先を切り替えた背景には、Materiel Enterprises Company
が同サービスの購入価格の上昇分をローカル電話会社に転嫁し、さらにローカル電話会社は同サービ
スの購入価格の上昇分を規制価格である電話料金の値上げという形で需要者に転嫁する一方で、Mate-





た（₅₂₅ U.S. at ₁₃₆.）。
₄₀　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₄.
₄₁　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₆.
₄₂　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₆.

















































第 3 　虚偽の FRAND 宣言









　こ の 事 件 は、Broadcom が Qualcomm を
シャーマン法 ₂ 条違反で提訴したところ、
Qualcomm が、連邦民事訴訟規則₁₂（b）（ ₆ ）
₄₄　Complaint ¶ ₉₉-₁₀₁, In re Union Oil Company of California, FTC File No. ₀₁₁₀₂₁₄ (March ₄, ₂₀₀₃).
₄₅　David A. Balto On behalf of the American Antitrust Institute (AAI), the Consumer Federation of America, and 
the Public Patent Foundation, Re: In the matter of Negotiated Data Solutions, LLC; FTC File No. ₀₅₁ ₀₀₉₄ , at ₁₃ 
(April ₂₄, ₂₀₀₈); Richard Dagen, Rambus, Innovation Efﬁciency, and Section ₅  of the FTC Act, ₉₀ B.U. L. Rev. 
₁₄₇₉, ₁₄₉₀ (₂₀₁₀); J. Thomas Rosch, Commissioner, Federal Trade Commission, Section ₂  and Standard Setting: 
Rambus, N-Data & the Role of Causation, at ₅-₆ (Oct. ₂, ₂₀₀₈).
₄₆　₅₂₂ F.₃d at ₄₆₄.











の不記載」（failure to state a claim upon which 




同 意 を す る こ と で、SSO に 自 ら の 技 術
（WCDMA 技術）を UMTS 標準に含めること
を促したが、後に非 FRAND 条件でライセン
スを行うことにより、その同意を覆した。
































則₁₂（b）（ ₆ ）に係る事件である Research in 
Motion Ltd. v. Motorola, Inc.₅₃では、連邦地裁
は原告の Research in Motion が救済が与えら
れるための請求を記載していると認めた 




に係る事件である Apple Inc. v. Samsung Elecs. 
Co., においても、Qualcomm 事件の上記①～
₄₉　₅₀₁ F.₃d at ₃₁₃.
₅₀　₅₀₁ F.₃d at ₃₁₃.
₅₁　₅₀₁ F.₃d at ₃₁₄.
₅₂　₅₀₁ F.₃d at ₃₁₅-₃₁₇.
₅₃　Research in Motion Ltd. v. Motorola, Inc., ₆₄₄ F. Supp. ₂d ₇₈₈ （N.D. Tex. ₂₀₀₈）. この事件は、Research in 
Motion（RIM）が Motorola をシャーマン法 ₂ 条違反で提訴したところ、Motorola が、連邦民事訴訟規
則₁₂（b）（ ₆ ）に基づいて、救済が与えられるための請求の不記載による訴え却下の申立てを行った事
件である。RIM の請求は次のとおりである。
　　 RIM は携帯無線端末の製造・販売において競争関係にある Motorola から、携帯無線端末が準拠すべ
き技術標準に係る標準必須特許のライセンスを受けていたが、その契約期間が満了するに当たり、契
約延長の交渉に入ることを望んだ。しかし、Motorola は、合理的な交渉を拒み、標準必須特許を
FRAND 価格で再びライセンスしようとしなかった。RIM は、SSO が Motorola の技術を技術標準に取
り込んだのは、Motorola の事業上の先見（business acumen）や技術の優越性ゆえではく、FRAND 条件
で自己の特許をライセンスするという Motorola の虚偽の約束を信じたためであり、これにより Motoro-
la は技術市場の競争を排除した。
₅₄　Research in Motion Ltd. v. Motorola, Inc., ₆₄₄ F. Supp. ₂d ₇₈₈, ₇₉₆ (N.D. Tex. ₂₀₀₈).







す る₅₇。 例 え ば、Research in Motion Ltd. v. 






















































₅₆　Apple Inc. v. Samsung Elecs. Co., No. ₁₁-CV-₀₁₈₄₆, ₂₀₁₂ U.S. Dist. LEXIS ₆₇₁₀₂, at ₂₇-₂₈.





₅₈　Research in Motion Ltd. v. Motorola, Inc., ₆₄₄ F. Supp. ₂d ₇₈₈, ₇₉₄ (N.D. Tex. ₂₀₀₈).
₅₉　事実の概要は審判開始決定書（Complaint, In re Negotiated Data Solutions LLC., FTC File No. ₀₅₁₀₀₉₄ 
(September ₂₂, ₂₀₀₈) (hereinafter ＂Complaint, In re N-Data＂).）に拠る。同事件を解説した邦語文献として、
和久井・前掲注₄₃） ₃₄₈-₃₅₂頁、白石忠志「知的財産事例による独禁法の覚醒」ジュリスト₁₄₀₅号₇₂-₇₄



















の作業部会のメンバーである SPX Service So-





































決を引用して、FTC 法 ₅ 条がシャーマン法
₆₀　事実の概要は審判開始決定書（Complaint, In re Robert Bosch GmbH., FTC File No. ₁₂₁₀₀₈₁ (November 
₂₁, ₂₀₀₈) (hereinafter ＂Complaint, In re Bosch＂).）に拠る。
₆₁　reasonable terms and conditions that are demonstrably free of any unfair discrimination. FTC はこの条件を
FRAND 条件であると捉えているようである（Analysis of Agreement Containing Consent Orders To Aid 
Public Comment, at ₄, In re Robert Bosch GmbH., FTC File No. ₁₂₁₀₀₈₁ (November ₂₆, ₂₀₁₂); Statement of the 
Federal Trade Commission, at ₂, In re Robert Bosch GmbH., FTC File No. ₁₂₁₀₀₈₁ (November ₂₆, ₂₀₁₂) (here-
inafter ＂Statement of FTC, In re Bosch＂)）。
₆₂　審判開始決定書では、訴訟の提起を行ったのは SPX Corporation であると記載されているが（Complaint 
¶₁₆, In re Bosch.）、他の文書では、審判開始決定書で SPX Service Solutions business の行為とされてい
る部分が全て SPX Corporation の行為とされている（Analysis of Agreement Containing Consent Orders To 
Aid Public Comment, at ₄-₅, In re Robert Bosch GmbH., FTC File No. ₁₂₁₀₀₈₁ (November ₂₆, ₂₀₁₂).）。この
ことから、FTC は法的分析に当たって両者を明確に区別していないようである。
₆₃　事実の概要は審判開始決定書（Complaint, In re Motorola Mobility LLC, and Google Inc., FTC File No. 






















が SSO に最初に FRAND 条件でライセンス
する旨の約束を行ったときに、不誠実に又は欺
く意図で行動していた証拠はないとしている₆₉。
（ 3 ）FTC の執行例における FRAND 宣言
違反の位置付け
　前記（ ₂ ）のとおり、FTC は上記各事件
で問題とした行為をシャーマン法 ₂ 条違反行












₆₄　Statement of the Federal Trade Commission, at ₂, In re Negotiated Data Solutions LLC., FTC File No. ₀₅₁₀₀₉₄ 
(January ₂₃, ₂₀₀₈); Analysis of Proposed Consent Order to Aid Public Comment, at ₄-₅, In re Negotiated Data 
Solutions LLC., FTC File No. ₀₅₁₀₀₉₄ (January ₂₃, ₂₀₀₈).
₆₅　Dissenting Statement of Chairman Majoras, at ₂, In re Negotiated Data Solutions LLC., FTC File No. ₀₅₁₀₀₉₄ 
(January ₂₃, ₂₀₀₈); Dissenting Statement of Commissioner William E. Kovacic, at ₁, In re Negotiated Data Solu-
tions LLC., FTC File No. ₀₅₁₀₀₉₄ （January ₂₃, ₂₀₀₈）. さらに、N-Data 事件において賛成の票を投じた
Rosch 委員も、後に N-Data の行為に排除行為はなかったとの見解を示している（J. Thomas Rosch, supra 







at ₁₄）。また、同委員は他の媒体でも、N-Data は排除行為を行っていないと述べている（Interview with J. 
Thomas Rosch, Commissioner Federal Trade Commission, ₂₃ ANTITRUST ₃₂, ₄₁ (₂₀₀₉).）。
₆₆　Statement of FTC, at footnote ₇, In re Bosch. ただし、本件ではシャーマン法の独占化の訴因（count）が
適切であると信じる理由がないとしながらも、同様の行為が独占化として違反とされる可能性がある
ことを示唆している。
₆₇　Statement of FTC, at ₃, In re Bosch. 同文書では、FTC 法 ₅ 条がシャーマン法に違反しない行為をも規制
できる根拠として、FTC 法 ₅ 条の文言、立法史及び最高裁の判例が挙げられている。
₆₈　Analysis of Proposed Consent Order To Aid Public Comment, at ₄, In re Motorola Mobility LLC, and Google 
Inc., FTC File No. ₁₂₁₀₁₂₀ (January ₃, ₂₀₁₃) (hereinafter ＂Analysis, In re Motorola and Google.＂).
₆₉　Analysis, at ₄ footnote ₇, In re Motorola and Google.
₇₀　Complaint ¶₁₄, In re N-Data.
₇₁　Complaint ¶₂₁, In re N-Data.



























競 争 者 の 費 用 を 増 加 さ せ、 そ れ に よ り
Google と競合製品の製造業者との間の競争
を阻害する（dampen）こと」₇₈が挙げられて


































₇₃　Complaint ¶₂₂, In re Motorola and Google.
₇₄　Complaint ¶₁₃, ₂₁, In re Motorola and Google.
₇₅　Complaint ¶₂₀, In re Bosch; Complaint ¶₂₅, In re Motorola and Google; Analysis, at ₅, In re Motorola and 
Google.
₇₆　ここでいう「競争者」が、自動車用エアコンの冷媒の回収・再生・充填装置（技術標準を実施する製
品）に関する競争者であることは、審判開始決定書（Complaint ¶₁₆, In re Bosch.）上明らかである。
₇₇　Complaint ¶ ₂₀, In re Bosch. 委員会声明でも、「我々は、この行為（筆者注：SPX の行為）が、これら
の重要な自動車エアコン供給装置（servicing device）の市場における競争を減じる（impair）傾向があ
ると信ずべき理由を有している。」と述べられている（Statement of FTC, at ₁, In re Bosch.）。
₇₈　Complaint ¶₂₈, In re Motorola and Google. 委員会声明でも、「この行為（筆者注：Motorola と Google の
行為）はこれらの重要な電子装置の市場における競争を減じる（impair）傾向がある」と述べられてい
る（Statement of FTC, at ₁, In re Motorola and Google.）。
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₇₉　Jon Leibowitz, Commissioner, Federal Trade Commission, ＂Tales from the Crypt＂ Episodes ＇₀₈ and ＇₀₉: The Return of 





（FTC 法 ₅ 条独自の違反行為とすることへの反対意見）では、N-Data の行為がシャーマン法 ₂ 条違反と
ならない理由の一つとして、National（ライセンス条件について約束を行った時点の特許権者）が当初
のライセンスのオファーの際に SSO のメンバーを欺いたとの主張がないことが挙げられており（Dis-




₈₁　Maureen K. Ohlhausen, Commissioner, Federal Trade Commission, Antitrust Oversight of Standard-Essential 
Patents: The Role of Injunctions, ₂₀₁₅ IP and Antitrust Forum, China Intellectual Property Law Association, at 


































































₈₇　Discon, Inc. v. Nynex Corp., ₉₃ F.₃d ₁₀₅₅, ₁₀₆₂ (₂d Cir. ₁₉₉₆).




₉₂　司法省は、₂₀₁₃年に米国特許商標庁（USPTO）と共同で公表した政策声明（Department of Justice and 
United States Patent &Trademark Ofﬁce, Policy Statement on Remedies For Standards-Essential Patents Subject 
to Voluntary F/RAND Commitments (January ₈, ₂₀₁₃).）において標準必須特許について詳細に論じている
が、シャーマン法 ₂ 条違反該当性については言及していない。
₉₃　Department of Justice, Statement of the Department of Justice Antitrust Division on Its Decision to Close Its In-

























































し、この点について、M. Sean Royall は、「詐
₉₅　Renata B. Hesse, Deputy Assistant Attorney General, Antitrust Division, U.S. Department of Justice, IP, Anti-
trust and Looking Back on the Last Four Years, at ₁₉-₂₀ (February ₈, ₂₀₁₃).
₉₆　Id. at ₂₁.
₉₇　David A. Balto, supra note ₄₅, at ₉-₁₀. David A. Balto は、N-Data の行為を念頭に、特許の承継者が当初
の義務者（original obligor）によるコミットメントの履行を拒絶することは、Dell 事件、Rambus 事件及
び UNOCAL 事件における当初の義務者の行為と同様に、排除行為と独占力の違法な獲得・行使に該当
するとしている（Id. at ₁₀.）。M. Sean Royall On behalf of Dell Inc., Re: In the Matter of Negotiated Data So-
lutions, LLC; FTC File No. ₀₅₁₀₀₉₄, at ₁₄ (April ₇, ₂₀₀₈). も N-Data の行為が Rambus 事件及び UNOCAL 事
件と同様の反競争効果を生じさせるおそれがあるとしている。
　　なお、詐欺的行為がない場合であっても、その効果において詐欺的行為がある場合と変わらないとす
るものとして、ほかに、David A. Balto supra note ₄₅が引用する Albert A. Foer On behalf of the American 
Antitrust Institute (AAI), Request For Investigation of Rembrandt, Inc. For Anticompetitive Conduct That Threat-
ens Digital Television Conversion, at ₁₆-₁₇ (March ₂₆, ₂₀₀₈). がある。また、Joseph Kattan, FRAND Wars and 
Section ₂ , ₂₇ Antitrust ABA ₃₀, ₃₂ (₂₀₁₃). も同旨。



























反 し な い と い う₁₀₂。Bruce H. Kobayashi & 



































₉₉　M. Sean Royal, supra note ₉₇, at ₉.
₁₀₀　M. Sean Royal, supra note ₉₇, at ₉-₁₀.
₁₀₁　M. Sean Royal, supra note ₉₇, at ₁₀-₁₄.
₁₀₂　Michael A. Carrier, Innovation for the ₂₁st Century: Harnessing the Power of Intellectual Property and Anti-
trust Law: Innovation for the ₂₁st Century: A Response to Seven Critics, ₆₁ Ala. L. Rev. ₅₉₇, ₆₀₆ (₂₀₁₀). N-Data
事件において賛成票を投じた Rosch 委員も同様の理屈で、N-Data の行為がシャーマン法 ₂ 条に違反し
ないことを認めている（J. Thomas Rosch, supra note ₄₅, at ₁₄）。
₁₀₃　Bruce H. Kobayashi & Joshua D. Wright, Federalism, Substantive Preemption, and Limits on Antitrust: An Ap-
plication to Patent Holdup, ₅ J. COMPETITION L. & ECON. ₄₆₉, ₄₉₈ (₂₀₀₉).
₁₀₄　Joseph Kattan, supra note ₉₇, at ₃₃.
₁₀₅　Joseph Kattan, supra note ₉₇, at ₃₃.





























　第 ₂ に、差止請求権の行使はいわゆる No-













₁₀₇　Joseph Kattan, supra note ₉₇, at ₃₃-₃₄. Kattan は、このように訴訟原因に不可欠な行為と訴訟原因の発
生との間にあるこの種の時間差は、略奪的価格設定等（埋め合わせ（recoupment）の段階まで訴訟原因
が発生しない。）においても見られるものであるとしている（Id. at ₃₄）。
₁₀₈　Joseph Kattan, supra note ₉₇, at ₃₃.
₁₀₉　独占力の行使を制約している事前のライセンス条件についての約束を破ることにより独占力を獲得
するとの見方をするものとして、Albert A. Foer, supra note ₉₇, at ₂₀; M. Sean Royall, supra note ₉₇, at ₂₅. 前
者は独占と独占力を区別し、特許権者の特許が技術標準に取り込まれることで独占を獲得するものの、
独占力は特許権者が RAND 宣言を破ることで初めて獲得されるとしている。これは、技術標準に取り
込まれることで代替技術が消滅することと独占力の獲得を区別する Joseph Kattan の考えと同じである。
₁₁₀　Joseph Kattan, supra note ₉₇, at ₃₂.
₁₁₁　Kai-Uwe Kuhn, Justifying Antitrust Intervention in ICT Sector Patent Disputes: How to Address the Hold-Up 
Problem, ₉ Competition Pol'y Int'l ₁₀₀, ₁₁₃ (₂₀₁₃).
₁₁₂　United Mineworkers of Am. v. Pennington, ₃₈₁ U.S. ₆₅₇ (₁₉₆₅); E. R.R. Presidents Conference v. Noerr Motor 
Freight, Inc., ₃₆₅ U.S. ₁₂₇ (₁₉₆₀).
₁₁₃　Daryl Lim, Standard Essential Patents, Trolls, and the Smartphone Wars: Triangulating the End Game, ₁₁₉ 
Penn St. L. Rev. ₁, ₇₈-₇₉ (₂₀₁₄); Douglas H. Ginsburg, Taylor M. Owings & Joshua D. Wright, Enjoining Injunc-
tions: The Case Against Antitrust Liability for Standard Essential Patent Holders Who Seek Injunctions, Antitrust 
Source October ₂₀₁₄, at ₆ (₂₀₁₄) ; Jay P. Kesan & Carol M. Hayes, FRAND's Forever: Standards, Patent Trans-
fers, and Licensing Commitments, ₈₉ Ind. L.J. ₂₃₁, ₂₆₉, ₂₇₁ (₂₀₁₄).
　　ただし、Thomas F. Cotter, Comparative Law and Economics of Standard-Essential Patents and FRAND Roy-




₁₁₄　Apple, Inc. v. Motorola Mobility, Inc., ₈₈₆ F. Supp. ₂d ₁₀₆₁, ₁₀₆₇-₁₀₇₆ (W.D. Wis. ₂₀₁₂).





























































₁₁₆　Thomas F. Cotter, supra note ₁₁₃, at footnote ₉₈.
₁₁₇　Bruce H. Kobayashi & Joshua D. Wright, supra note ₁₀₃, at ₄₈₇, ₄₉₀, ₄₉₈. Thomas F. Cotter, supra note ₁₁₃, 
at ₃₃₂, footnote ₉₈. も、米国では、標準必須特許の保有者の行為（差止請求や高額なロイヤリティの設定）
が反トラスト法上の請求を成立させるような取引拒絶であるとか、詐欺的行為を含むものとされない
限りは、独占的高価格それ自体は問題とされないとしている。
₁₁₈　Daryl Lim, supra note ₁₁₃, at ₇₆-₇₇; Thomas F. Cotter, supra note ₁₁₃, at ₃₃₃.
₁₁₉　Thomas F. Cotter, supra note ₁₁₃, at ₃₃₃. 同論稿は、知的財産のライセンス拒絶の場合にはさらにシャー
マン法に違反する可能性が小さいとも述べる（Id. at ₃₃₃-₃₃₄）。Cotter が指摘するように、米国の裁判
所は合法的に取得された特許権の行使をシャーマン法 ₂ 条違反とすることには消極的であることは事
実である（例えば、SCM Corp. v. Xerox Corp., ₆₄₅ F.₂d ₁₁₉₅, ₁₂₀₆, ₁₂₀₉ (₂d Cir. ₁₉₈₁).）。特許製品と非特
許製品の抱き合わせ、特許庁に対する欺瞞（fraud）による特許の取得又は不当な訴訟（sham litigation）
の証拠がない限り、特許権者は他者が発明を利用することを排除しても反トラスト法に違反しないと
した判決もある（CSU, L.L.C. v. Xerox Corp. (In re Independent Serv. Orgs. Antitrust Litig.), ₂₀₃ F.₃d ₁₃₂₂, 









































































る₁₂₁。 ま た、FTC も N-Data 事 件 で は、Na-
₁₂₀　₃ Areeda & Hovenkamp ¶ ₇₀₉ d₁; Albert A. Foer, supra note ₉₇, at ₁₅. ₃ Areeda & Hovenkamp ¶ ₇₀₉ d₁.
は、技術標準設定過程において複数の技術が競争していることを前提に、FRAND 宣言は「値付けの一
形態（a form of bidding）」であると評している。





ま れ る 上 で 重 要 な 要 素 と な っ た 旨₁₂₂、



























































₁₂₂　Complaint ¶₁₄, In re N-Data.
₁₂₃　Complaint ¶₂₂, In re Motorola and Google.
₁₂₄　Rambus 事件最終審決と同時に公表された FTC 意見では、Rambus の行為の排除行為該当性を判断す
る中で、「主張された Rambus の行為がシャーマン法の下で違法とされるためには、Rambus は、不注意
や過失ではなく、意図的に行動していたのでなければならない」（Opinion of the Commission In re Ram-
bus, at ₃₀.）とされている。Richard Dagen, supra note ₄₅, at₁₅₁₈. も過失による特許権の非開示の場合には
シャーマン法 ₂ 条違反とならないとしている。邦語文献では、森平明彦「標準設定とライセンス拒否
―反トラストにおける最近の理論展開」厚谷襄児先生古稀記念論集『競争法の現代的諸相〔下〕』₇₅₁
頁（信山社、₂₀₀₅年）が Dell 事件と Rambus 事件について、「市場力創出の原因を団体ルールに反し誤
認表示をなした知的財産権者の明確な意図に求める」とするが、その理由を判例が特定の意図を独占
化（独占化の企図）の要件としていることに求めている。

















て構成しようとする場合にも、前記第 ₄ の ₅
（ ₂ ）のとおり、種々の困難がある。
　FTC が、FRAND 宣言違反をシャーマン法




第 3 部　EU 法
　FRAND 宣言違反に対してシャーマン法 ₂
条を適用することが困難である米国とは異な













































₁ 　Article ₁₀₂ of the Treaty on the Functioning of the European Union.
₂ 　Case C-₆/₇₂ - Europemballage Corporation and Continental Can Company v Commission [₁₉₇₃] ECR-₂₁₅, 
para. ₂₆; Case C-₃₃₃/₉₄ P - Tetra Pak v Commission [₁₉₉₆] ECR I-₅₉₅₁, para. ₃₇. 最近の事例として例えば、






は、 少 な く と も 搾 取 型 濫 用（exploitative 
abuse）と排除型濫用（exclusionary abuse）の







































争（competition on the merits）の範囲にある
方法以外の方法により、その支配的地位を強
₃ 　Vivien Rose & David Bailey ed, Bellamy and Child: European Union Law of Competition ¶₁₀.₀₆₄ (Oxford 
University Press, ₇th ed. ₂₀₁₃); Jonathan Faull & Ali Nikpay ed, The EU Law of Competition, ¶₄.₁₆ (Oxford 
University Press, ₃th ed. ₂₀₁₄); Richard Whish & David Bailey, Competition Law, at ₂₁₂-₂₁₃ (Oxford University 
Press, ₈th ed. ₂₀₁₅). 欧州共同体設立条約₈₂条に関するガイダンスペーパーも、搾取型濫用と排除型濫用
という用語こそ使用していないが、排他的行為と搾取的行為とを区別して記載している（Communication 
from the Commission — Guidance on the Commission's enforcement priorities in applying Article ₈₂ of the EC 









₅ 　Richard Whish & David Bailey, supra note ₃, at ₂₀₈.
₆ 　Vivien Rose & David Bailey, supra note ₃, ¶₁₀.₀₆₄.
₇ 　Case C-₈₅/₇₆ - Hoffmann-La Roche v Commission [₁₉₇₉] ECR-₄₆₁, para. ₉₁. この定義はその後多くの事件
で裁判所に踏襲されている。






































　Rambus は、後に採択される DRAM のため
の技術標準と関連がある特許（出願中の特許
























₉ 　Case C-₂₈₀/₀₈ P - Deutsche Telekom v Commission [₂₀₁₀] ECR I- ₉₅₅₅, para. ₁₇₇.
₁₀　例えば、Case C-₅₂/₀₉ - TeliaSonera Sverige [₂₀₁₁] ECR I- ₅₂₇, para. ₂₄; Case C-₄₅₇/₁₀ P - AstraZeneca v 
Commission, not yet reported, para. ₇₅.
₁₁　Jonathan Faull & Ali Nikpay, supra note ₃, ¶₄.₂₅₆ footnote ₂₈₁.
₁₂　₈₂ Guidance, para. ₁.
₁₃　Case COMP/₃₈.₆₃₆-Rambus, Commission decision of ₉.₁₂.₂₀₀₉.
₁₄　確約決定であるため、欧州委員会の評価は予備的なものである。



























































₁₆　Commission Decision, para. ₁₈-₂₆.
₁₇　Commission Decision, para. ₂₈.
₁₈　Astra Zeneca 事件では、Astra Zeneca が加盟国の特許当局に誤解を招く説明を行うことで特許当局に
Astra Zeneca の医薬品に対して誤って保護期間を延長させたことが、能率競争によるものではないとし
て欧州共同体設立条約₈₂条（現行 EU 機能条約₁₀₂条）に違反するとされた（Case C-₄₅₇/₁₀ P - AstraZen-
eca v Commission, not yet reported, para. ₉₃）。学説には、例えば、Urška Petrovčič, Competition Law and 
Standard Essential Patents - A Transatlantic Perspective, at ₈₃ （Kluwer Law International, ₂₀₁₄）のように、As-
tra Zeneca 事件との類似性を指摘するものもある。
₁₉　James Killick & Pascal Berghe, Rambus: An overview of the issues in the case and future lessons for SSOs when 
designing IPR products, at ₅, White & Case LLP HP (June ₂₀₁₀); Thomas De Meese, European Commission Ac-
cepts Commitments from Rambus in ＇Patent Ambush＇ Case, ₁ Journal of European Competition Law & Practice 
₂₁₅, ₂₁₆ (₂₀₁₀); Josef Drexl, Intellectual Property in Competition: How to Promote Dynamic Competition as a 
Goal, in Josef Drexl et al ed, More Common Ground For International Competition Law?, at ₂₂₁ (Edward Elgar 
Publishing, ₂₀₁₁); Daniel Culley, Malik Dhanani & Maurits Dolmans, Learning from Rambus—How to tame 
those troublesome trolls, ₅₇ THE ANTITRUST BULLETIN ₁₁₇, ₁₂₈ (₂₀₁₂); Damien Geradin, The European 









































　 Econ. ₁₁₂₅, ₁₁₃₁-₁₁₃₂ (₂₀₁₃); Jonathan Faull & Ali Nikpay, supra note ₃, ¶₄.₇₆₂.
　　また、Rambus 事件に限らず、いわゆる patent ambush 全般について、同様の指摘を行う論稿として、
Damien Geradin & Miguel Rato, Can Standard-Setting Lead to Exploitative Abuse? A Dissonant View on Patent 
Hold-Up, Royalty Stacking and the Meaning of FRAND, ₃ European Competition Journal ₁₀₁, ₁₆₀ (₂₀₀₇); 
Damien Geradin, Pricing Abuses by Essential Patent Holders in a Standard-Setting Context: A View from Europe, 
₇₆ Antitrust L.J. ₃₂₉, ₃₄₆ (₂₀₀₉); Andreas Fuchs, Patent Ambush Strategies and Article ₁₀₂  TFEU, in Josef Drexl 
et al, More Common Ground For International Competition Law?, at ₁₈₁ (Edward Elgar Publishing, ₂₀₁₁); Urška 
Petrovčič, supra note ₁₈, at ₈₅-₈₆. がある。









₂₃　欧州委員会が独占的高価格設定と構成したと論じる論稿として、Andreas Fuchs, supra note ₁₉, at ₁₈₅; 
Urška Petrovčič, Patent hold-up and the limits of competition law: A Trans-Atlantic perspective, ₅₀ Common 
Market Law Review ₁₃₆₃, ₁₃₆₈ (₂₀₁₃); Damien Geradin, The European Commission Policy Towards the Licens-
ing of Standard-Essential Patents: Where Do We Stand?, ₉ J. Comp. L. & Econ. ₁₁₂₅, ₁₁₃₂ (₂₀₁₃); Jonathan 
Faull & Ali Nikpay, supra note ₃, ¶₄.₇₆₂, ₄.₈₆₁; Urška Petrovčič, supra note ₁₈, at ₈₅, ₁₁₂. また、Björn Lun-
























































₂₆　Antitrust: Commission initiates formal proceedings against Qualcomm, MEMO/₀₇/₃₈₉（₁ October ₂₀₀₇）.「調
査は Qualcomm が独占的であるかどうか及び Qualcomm が課したライセンス条件及びロイヤリティが、
申立人が主張するように、公正、合理的、かつ非差別でないかどうかに焦点を当てるであろう。標準
化の文脈においては、WCDMA ライセンス市場における Qualcomm の搾取的行為が EC 条約₈₂条（筆者








₂₈　Communication From The Commission, Guidelines on the applicability of Article ₁₀₁ of the Treaty on the Func-

















































第 4 　FRAND 宣言違反に関する司法裁判
所判決（Huawei Technologies Co. 
































































































₃₈　司法裁判所は EU 機能条約の解釈に関する先行判決（preliminary rulings）を下す権限を有する。また、
加盟国裁判所は判決を下すに当たり、司法裁判所による判断が必要であると考える場合には、司法裁
判所に先行判決を求めることができる（Article ₂₆₇ of the Treaty on the Functioning of the European 
Union.）。


























































₄₈　Opinion of Advocate General Wathelet in Case C-₁₇₀/₁₃, para. ₆₁.
₄₉　Id. para. ₆₃.
₅₀　Id. para. ₆₄. 法務官意見は、Huawei による FRAND 宣言は、原則として差止めが認められなくなる実





イセンスは、契約上のライセンスとして扱われなければならない。」（Regulation (EU) No. ₁₂₅₇/₂₀₁₂ of 
the European Parliament and of the Council of ₁₇ December ₂₀₁₂ implementing enhanced cooperation in the area 
of the creation of unitary patent protection (OJ ₂₀₁₂ L ₃₆₁、 p. ₁), Article ₈.）
₅₁　Id. para. ₆₆-₆₇.
₅₂　Id. para. ₁₀₃ ₁）
₅₃　Id. para. ₁₀₂.














　₂₀₁₁年 ₄ 月、Apple は Samsung のスマート
フォンが Apple の標準非必須特許を侵害して
いるとして Samsung を米国連邦地裁に提訴












































　委員会決定は、Samsung の UMTS 標準の
必須特許に基づく差止請求の反競争効果とし
て、① UMTS 標準に準拠するモバイルデバ
₅₆　Commission decision of ₂₉ April ₂₀₁₄, Case AT.₃₉₉₃₉ – Samsung – Enforcement of UMTS standard essential 
patents, para. ₅₃. 
₅₇　Id. para. ₅₄.
₅₈　Id. para. ₆₀-₆₁.















































































₆₈　事実の概要は、Commission decision of ₂₉ April ₂₀₁₄, Case AT.₃₉₉₈₅ – Motorola – Enforcement of GPRS 






















































₇₀　Id. para. ₂₁₃. 委員会決定は地理的市場は少なくとも EEA であるとする一方で、Motorola の標準必須特
許が行使可能な加盟国又はドイツのみが地理的範囲として画定される可能性もあるとしたが、地理的




₇₄　Id. para. ₂₆₉. 委員会決定は、Apple が対抗的な交渉力を保持していることを理由に Motorola が支配的
































エ　客 観 的 正 当 化 事 由（objective 
justification）












































第 6 　FRAND 宣言違反をめぐる学説




























































₉₀　Motorola 事件と Samsung 事件の欧州委員会による調査が進行中の時点において、欧州委員会がライセ
ンス拒絶の法理に基づいて調査を行っている可能性があることを指摘した論稿として、Björn Lundqvist, 
supra note ₂₃, at ₃₄₀. がある。また、より一般的に、標準必須特許に基づいて差止めを行う行為がライセ
ンス拒絶に該当する可能性があることを指摘する論稿として、Alison Jones, Standard-Essential Patents: 
FRAND Commitments, Injunctions and the Smartphone Wars, ₁₀ European Competition Journal ₁, ₂₁ (₂₀₁₄).
₉₁　Nicolas Petit, Injunctions for FRAND-Pledged SEPs: The Quest for an Appropriate Test of Abuse Under Article 












ように価格を引き上げて消費者に損害を与えられるようになり得る状況」（₈₂ Guidance, para. ₁₉. 傍点筆
者）と定義している。





































₉₄　Urška Petrovčič, supra note ₁₈, at ₁₂₇. また、同様の構成を採る論稿として、Alison Jones, supra note ₉₀, 
at ₂₈. 競争する能力の削減ということを正面から論じているわけではないが、必ずしも独占的高価格で
なくとも製品市場の競争を害して₁₀₂条違反となるとする論稿として、Torsten Körber, Standard Essential 
Patents, FRAND Commitments and Competition Law: An Analysis Under Particular Consideration of the German 
'orange- Book-Standard'-Decisions, at ₂₂₉-₂₃₀ (Nomos Verlagsgesellschaft, ₂₀₁₃). がある。
₉₅　Urška Petrovčič, supra note ₁₈, at ₁₂₈-₁₂₉; Torsten Körber, supra note ₉₄, at ₂₃₀. Urška Petrovčič, supra note 






athan Faull & Ali Nikpay, supra note ₃, ¶₄.₇₈₂は、FRAND の「ND (Non-Discriminatory)」（非差別的な）の
解釈として、標準必須特許であって製品市場においても事業を行っている者が、ライセンシーに対し
て、当該標準必須特許の自己使用に係る価格と同等の価格を課すべきとの解釈があり得るとしている
が、同書が引用する Daniel G. Swanson & William J. Baumol, Reasonable and Nondiscriminatory (RAND) 
Royalties, Standards Selection, and Control of Market Power, ₇₃ Antitrust L. J. ₁, footnote ₇₅ (₂₀₀₅) は、標準必
須特許の保有者によるライセンシーに対する差別的なロイヤリティの設定と価格圧搾との類似性を指
摘している。






₉₇　Case T-₁₁₁/₉₆-ITT Promedia v Commission [₁₉₉₈] ECR II-₂₉₃₇, para. ₅₅-₅₈.
₉₈　Alexandros S. Zografos, The SEP Holder's Guide to the Antitrust Galaxy: FRAND and Injunctions, ₃₇ World 
Competition ₅₃, ₆₃-₆₆ (₂₀₁₄).










































FRAND 宣言違反の ₂ つの側面を区別する実
益はそれほど大きくないかもしれない。しか
　 Motorola 事件及び Samsung 事件は後者の類型に位置付けている（ただし、同書は差止請求が市場支配
的地位の濫用となるには市場に対する反競争効果を有していなければならないとも述べている（Id. at 
₁₂₃-₁₂₄.）。）。Alison Jones, supra note ₉₀, at ₁₇. も、Motorola 事件及び Samsung 事件の委員会決定が出る
前ではあるが、欧州委員会の事件に関する声明を根拠に、欧州委員会が Motorola 及び Samsung の行為
の排除的性質のみならず、搾取的性質にも注目していると指摘する。また、Björn Lundqvist, supra note 
₂₃, at ₃₄₀. も、Motorola 事件と Samsung 事件の欧州委員会による調査が進行中の時点において、欧州委
員会がライセンス拒絶の法理のほか、不当な取引条件の設定として調査を行っている可能性があるこ
とを指摘している。
₁₀₀　Damien Geradin and Miguel Rato, Can Standard-Setting Lead to Exploitative Abuse? A Dissonant View on 
Patent Hold-Up, Royalty Stacking and the Meaning of FRAND, ₃ European Competition Journal ₁₀₁, ₁₅₄ (₂₀₀₇).
₁₀₁　Damien Geradin, Pricing Abuses by Essential Patent Holders in a Standard-Setting Context: A View from Eu-
rope, ₇₆ Antitrust Law Journal ₃₂₉, ₃₃₂ (₂₀₀₉).
₁₀₂　この点についてもっとも体系的な批判を展開しているのが、Damien Geradin らの一連の論稿である。
Damien Geradin and Miguel Rato, supra note ₁₀₀; Damien Geradin, supra note ₂₃; Damien Geradin and Miguel 
Rato, FRAND Commitments and EC Competition Law: A Reply to Philippe Chappatte, ₆ European Competition 





Commission, Competition policy brief, Issue ₈ at ₃ (June ₂₀₁₄).）。
₁₀₄　Motorola 事件では、不争条項の反競争効果の説明の中で、Motorola にとっての強力なライバルであ
る Apple から特許の有効性を争われなくなることにより、Motorola に不当な競争上の有利さを生みだし、
能率競争を歪めるとも指摘されている（Commission decision of ₂₉ April ₂₀₁₄, Case AT.₃₉₉₈₅-Motorola-En-










えれば、FRAND 宣言違反を ₂ つの側面に区
別して考える意義はあるといえよう。






























































的な状況では」₁₀₂条に違反するとの法理）との類似性が指摘されている（Catriona Hatton, Elena Cortés 
& Adam Dawson, Squaring the Circle: The EU＇s Quest for Balance between Antitrust and Intellectual Property, 
































































































































とができる状態をもたらすこと」（東京高判昭和₂₈年₁₂月 ₇ 日高民 ₆ 巻₁₃号₈₆₈頁〔₉₀₀頁〕（東宝（株）
ほか ₁ 名に対する審決取消訴訟事件））とされている以上、排除者と被排除者が競争関係に立っている
場合の方が、そのような状態をもたらし易いように思われる。
₂ 　滝川敏明『日米 EU の独禁法と競争政策〔第 ₄ 版〕』₂₆₉頁（青林書院、₂₀₁₀年）
₃ 　中野雄介「Verizon Communications Inc. v. Law Ofﬁces of Curtis V. Trinko, LLP 米国最高裁判所判決　₅₄₀ 








































































として捉える EU の学説については、第 ₃ 部第 ₆ の ₃ 参照。我が国においては、自己と他者との差別が
規制の対象となるかについて十分な議論がなされていないが（白石忠志『独占禁止法〔第 ₂ 版〕』₁₆₅
頁（有斐閣、₂₀₀₉年））、同書が指摘するように、適正な電力取引についての指針には、自己と他者と
の差別も差別的取扱いに該当するかのような記述がある（第 ₂ 部Ⅲ₂（ ₂ ）-₁-₂イ⑤）。
₆ 　検討対象市場において商品を供給していない者の行為による競争の実質的制限が違反とされた事例は
あるが（公取委同意審決昭和₂₅年 ₇ 月₁₃日審決集 ₂ 巻₇₄頁（（株）埼玉銀行ほか₁₇名に対する件）、公
































































て東京高決昭和₃₀年₁₁月 ₅ 日公取委審決集 ₇ 巻₁₆₉頁（株式会社大阪読売新聞社に対する件）、新聞業
における特定の不公正な取引方法（公正取引委員会昭和₃₉年告示第₁₄号）の要件該当性について名古
屋高判平成₁₅年 ₁ 月₂₄日（平成₁₄年（ネ）₂₄₇）、独占禁止法 ₂ 条 ₅ 項の排除行為該当性について公取
委審判審決平成₁₉年 ₃ 月₂₆日審決集₅₃巻₇₇₆頁（東日本電信電話（株）に対する件）。当局のガイドラ






₉ 　最判平成₂₂年₁₂月₁₇日民集 ₆₄巻 ₈ 号₂₀₆₇頁（東日本電信電話（株）による審決取消請求事件）「本件





₁₀　排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針第 ₂ の ₁（ ₁ ）
₁₁　排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針は、「能率競争」を「良質・廉価な商品を提供して顧客を
獲得する競争」と説明している（同指針第 ₂ の ₂（ ₁ ））。































































₁₃　M. Sean Royal On behalf of Dell Inc., Re: In the Matter of Negotiated Data Solutions, LLC; FTC File No. 
₀₅₁₀₀₉₄, at ₉ (April ₇, ₂₀₀₈).
₁₄　第 ₂ 部第 ₅ 参照
₁₅　「取引に関する事項について顧客に誤認させて顧客を誘引する行為は、顧客の適正かつ自由な選択を
歪め、また正しい表示等を行っている競争者の顧客を奪うおそれがあるので、それ自体能率競争に反





































































₁₉　David Balto On behalf of the American Antitrust Institute (AAI), the Consumer Federation of America, and the 
Public Patent Foundation、 Re: In the matter of Negotiated Data Solutions, LLC; FTC File No. ₀₅₁ ₀₀₉₄ , at ₁₁-₁₂ 
(April ₂₄, ₂₀₀₈); Joel M. Wallace, Rambus v. F.T.C. in the Context of Standard-Setting Organizations, Antitrust, 
and the Patent Hold-up Problem, ₂₄ Berkeley Tech. L.J. ₆₆₁, ₆₈₃-₆₈₅ (₂₀₀₉); Richard Dagen, Rambus, Innova-
tion Efﬁciency, and Section ₅ of the FTC Act, ₉₀ B.U. L. Rev. ₁₄₇₉, ₁₄₉₀-₁₄₉₃ (₂₀₁₀).
₂₀　沼田知之「Rambus Inc. v. Federal Trade Commission　米国コロンビア特別区巡回区控訴裁判所判決　
₅₂₂ F.₃d ₄₅₆ （D.C. Cir. ₂₀₀₈）」白石忠志・中野雄介編『判例　米国・EU 競争法』₁₉₇頁（商事法務、
₂₀₁₁年）
₂₁　近年、独占禁止法違反における因果関係が争点となった事例として、NTT 東日本 FTTH 私的独占事件










































₂₂　公正取引委員会「必須特許に関する問題に係る調査報告書」第 ₃ の ₁（ ₂ ）イ（₂₀₁₅年 ₇ 月 ₈ 日）
₂₃　上杉・前掲注 ₇ ）₃₄₂頁。ただし、米国の Rambus 事件についての論述ではあるが、川濱昇「標準規














₂₅　Final order, IV., In re Rambus Inc., FTC File No. ₀₁₁ ₀₀₁₇ (February ₅, ₂₀₀₇).
₂₆　Rambus は審判手続において、FTC には将来の詐欺的行為の禁止的差止め（prohibitory injunction）以
上のものを命じる権限がないとの主張を行ったが、これに対して多数派意見は、FTC には違反行為の
有害な効果（the ill effect of a violation）を終わらせる権限も認められており（Opinion of the Commission 
On Remedy In the Matter of Rambus Inc. by Chairman Deborah Platt Majoras, at ₃, FTC File No. ₀₁₁ ₀₀₁₇ （Feb-













































うことである（Joseph Farrell et al., supra note ₂₄, at ₆₆₀.）。
₂₇　独占禁止法第 ₇ 条第 ₁ 項






₃₀　Joseph Kattan は、標準必須特許の保有者が FRAND 宣言を遵守する限りは、その排除は能率競争によ
るものであるため、反競争的ではないが、標準必須特許の保有者が FRAND 宣言を破棄したときには、
先の排除は能率競争によるものではなくなると考えている（Joseph Kattan, FRAND Wars and Section ₂ , ₂₇ 

























































































₃₃　Complaint ¶₁₂₀, In re Rambus Inc., FTC File No. ₀₁₁₀₀₁₇ (June ₁₈, ₂₀₀₂); Complaint ¶₃₇, In re Negotiated 
Data Solutions LLC., FTC File No. ₀₅₁₀₀₉₄ (September ₂₂, ₂₀₀₈); Complaint ¶₂₈, In re Motorola Mobility 
LLC, and Google Inc., FTC File No. ₁₂₁₀₁₂₀ (July ₂₃, ₂₀₁₃)










































































₃₆　米国では、本稿で紹介した全ての事例が FTC 法 ₅ 条（罰金がなく、かつ、シャーマン法 ₂ 条に比し




































































考える論稿もあるが（池田・前掲注 ₇ ）₃₉頁、上杉・前掲注 ₇ ）₃₄₂-₃₄₃頁）、植村幸也「FRAND 宣言
違反と独禁法違反についてのある試論」弁護士植村幸也公式ブログ：みんなの独禁法。（₂₀₁₄年 ₈ 月 ₂
日）は、「拒絶」という「客観面のハードル」が高いことを理由に FRAND 宣言違反の高額ロイヤリティ
を取引拒絶で処理することは「なかなか難しい」としている。 
119
FRAND 宣言違反と競争 （白石）
これらの点についての研究も進むことを期待
したい。
以上
（筑波大学大学院ビジネス科学研究科
企業科学専攻企業法コース₂₀₁₆年修了）
